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〇
最
高
裁
判
所
規
則
第
五
号

裁
判
官
の
育
児
休
業
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
五
月
二
十
八
日

最
高
裁
判
所

裁
判
官
の
育
児
休
業
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
規
則

裁
判
官
の
育
児
休
業
に
関
す
る
規
則
（
平
成
四
年
最
高

裁
判
所
規
則
第
二
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
を
削
る
。

第
一
条
の
見
出
し
を「（
法
第
二
条
第
一
項
た
だ
し
書
の

最
高
裁
判
所
規
則
で
定
め
る
特
別
の
事
情
）」に
改
め
、
同

条
中
「
裁
判
官
の
育
児
休
業
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年

法
律
第
百
十
一
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）」
を
「
法
」

に
改
め
、
同
条
第
一
号
中
「
第
八
条
第
二
号
に
掲
げ
る
」

を
「
第
八
条
に
規
定
す
る
」
に
、「
同
号
」
を
「
同
条
」
に

改
め
、
同
条
第
三
号
中
「
第
三
条
第
三
項
」
を
「
次
条
第

三
項
」
に
、「
両
親
が
育
児
休
業
等
」
を
「
育
児
休
業
」に
、

「
当
該
計
画
に
基
づ
い
て
当
該
裁
判
官
の
配
偶
者
（
当
該

子
の
親
で
あ
る
も
の
に
限
る
。）が
三
月
以
上
の
期
間
に
わ

た
り
当
該
子
を
常
態
と
し
て
養
育
し
た
」
を
「
三
月
以
上

の
期
間
を
経
過
し
た
」
に
改
め
、
同
条
を
第
二
条
と
し
、

同
条
の
前
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
法
第
二
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
最
高
裁
判
所
規
則
で

定
め
る
期
間
）

第
一
条

裁
判
官
の
育
児
休
業
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三

年
法
律
第
百
十
一
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
二
条

第
一
項
た
だ
し
書
の
最
高
裁
判
所
規
則
で
定
め
る
期
間

は
、
五
十
七
日
間
と
す
る
。

第
三
条
第
三
項
中
「
第
一
条
第
三
号
」
を
「
前
条
第
三

号
」
に
、「
両
親
が
育
児
休
業
等
」
を
「
育
児
休
業
」
に
改

め
る
。

第
八
条
中
「
次
に
掲
げ
る
」
を
「
育
児
休
業
を
し
て
い

る
裁
判
官
に
つ
い
て
当
該
育
児
休
業
に
係
る
子
以
外
の
子

に
係
る
育
児
休
業
を
承
認
し
よ
う
と
す
る
」
に
改
め
、
各

号
を
削
る
。

第
九
条
中
「
若
し
く
は
」
を
「
又
は
」
に
改
め
、「
又
は

前
条
第
一
号
に
掲
げ
る
場
合
」
を
削
る
。
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〔
最
高
裁
規
則
〕

〇
裁
判
官
の
育
児
休
業
に
関
す
る
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
規
則
（
最
高
裁
五
）

J

〔
省

令
〕

〇
ハ
ン
セ
ン
病
問
題
の
解
決
の
促
進
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
厚
生
労
働
七
三
）

K

〔
告

示
〕

〇
特
定
国
外
派
遣
組
織
を
指
定
す
る
件

（
総
務
二
一
四
）

K

〇
無
線
局
運
用
規
則
の
規
定
に
よ
り
、
無
線

局
が
同
規
則
の
規
定
に
よ
る
こ
と
が
困
難

で
あ
る
か
不
合
理
で
あ
る
場
合
の
当
該
無

線
局
の
通
信
方
法
の
特
例
を
定
め
る
等
の

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
二
一
五
）

〇
海
上
移
動
業
務
に
使
用
す
る
電
波
の
型
式

及
び
周
波
数
の
使
用
区
別
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
二
一
六
）

〇
海
上
無
線
航
行
業
務
に
使
用
す
る
電
波
の

型
式
及
び
周
波
数
等
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
同
二
一
七
）

〇
原
戸
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
法
務
二
四
七
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
二
四
八
）

K

〇
国
会
議
事
堂
等
周
辺
地
域
及
び
外
国
公
館

等
周
辺
地
域
の
静
穏
の
保
持
に
関
す
る
法

律
に
基
づ
く
告
示
（
外
務
二
六
八
）

L

〇
特
定
独
立
行
政
法
人
等
の
労
働
関
係
に
関

す
る
法
律
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
平
成
十
五
年
中
央
労
働
委
員
会
告
示

第
一
号
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
中
央
労
働
委
二
）

M

〇
厚
生
年
金
保
険
制
度
及
び
農
林
漁
業
団
体

職
員
共
済
組
合
制
度
の
統
合
を
図
る
た
め

の
農
林
漁
業
団
体
職
員
共
済
組
合
法
等
を

廃
止
す
る
等
の
法
律
の
施
行
に
伴
う
存
続

組
合
が
支
給
す
る
特
例
年
金
給
付
等
に
関

す
る
政
令
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る

農
林
水
産
大
臣
が
指
定
す
る
法
人
を
指
定

す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
農
林
水
産
八
二
三
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件
（
同
八
二
四
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
八
二
五
）

〇
土
地
収
用
法
の
規
定
に
基
づ
き
事
業
の
認

定
を
し
た
件

（
国
土
交
通
五
九
三
、
五
九
四
）

N

〇
留
萌
ダ
ム
の
建
設
が
完
了
し
た
件

（
同
五
九
五
）

P

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
一
四
四
〜
一
四
七
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
二
六
二
、
二
六
三
）

R

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
八
八
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
七
三
、
七
四
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
七
九
、
八
〇
）

〔
国
会
事
項
〕

J
I

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

J
I

〔
官
庁
報
告
〕

国
家
試
験

第
五
十
二
回
原
子
炉
主
任
技
術
者
試
験
口
答

試
験
の
施
行（
文
部
科
学
省
・
経
済
産
業
省
）

J
J

公
聴
会

大
保
ダ
ム
関
係
鉱
区
禁
止
地
域
指
定
請
求

（
公
害
等
調
整
委
員
会
公
示
二
）

J
J

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
関
係

J
K

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
会
社
整
理
、

再
生
関
係

会
社
そ
の
他

K
M

˜
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